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Tobacco Free＊Japan

ニッポンの「たばこ政策」への提言

日米共同刊行委員会

■諮問委員会メンバー

■◎垣添 忠生　国立がんセンター総長

■◎加藤 治文　東京医科大学外科第一講座教授

■◎喜多 悦子　日本赤十字九州国際看護大学教授

■◎北村 惣一郎　国立循環器病センター総長

■◎小林 秀資　財団法人長寿科学振興財団理事長

■◎南 裕子　日本看護協会会長

■◎櫻井 秀也　日本医師会副会長

■◎富永 祐民　財団法人愛知県健康づくり振興事業団副理事長

■◎五島 雄一郎（故人）　日本禁煙推進医師歯科医師連盟会長

■日米編集委員

■◎望月 友美子　国立保健医療科学院研究情報センター情報デザイン室室長

■◎ジョナサン・サメット　ジョンズ・ホプキンス大学疫学部教授

■◎山口 直人　東京女子医科大学衛生学公衆衛生学第2講座主任教授

Tobacco Free＊Japan 

　たばこ規制枠組み条約（FCTC）が来年早々に発効する見

通しだ。日本も19ヵ国目の批准国になり、これまでの財政

確保を重視したたばこ政策から、国民の健康を守る観点

からの取り組みへと移行することになる。Tobacco Free

＊Japan:ニッポンの「たばこ政策」への提言は、FCTC発効

後の日本のたばこ政策を見据えて、日米の専門家が明白

な科学的根拠を示すことで政府への勧告とすることを目

的に実現したプロジェクトである。インストラクションブ

ックの刊行を記念して、編集委員の１人であるジョンズ・

ホプキンス大学のジョナサン・サメット氏に聞いた。

　　　これまでに同様の

　　　プロジェクトにかかわってきたことは。

●1984年からたばこ関連の報告書に携わってきた。今年5月

に米国で発表されたSurgeons General's Report（本誌2004

年9月号4ページ参照）の作成にも参加した。これまでに5つの

報告書の編集に協力している。米国以外ではメキシコと中国

でも科学的な根拠を整理して報告書を作る仕事をしてきた。

　　　この報告書に

　　　どのような役割を期待するか。

●1964年に米国で発表された「たばこと健康」という報告書

は、米国民の喫煙率を減少させるなどの役割を果たした。米

国以外での同様の報告書も、政府のたばこ政策に強い影響を

与えている。たばこの健康被害についての科学的根拠が政策

の根拠となり、政治的な展開に結び付くからだ。Tobacco 

Free＊Japanの報告書も、「たばこ政策」への道筋を示す一助

となるよう、明白な科学的根拠を集大成したものである。

　　　今後の活動は。

●科学的な根拠を社会に示すということは、それを各分野に

広めていく必要があるということだ。Tobacco Free＊Japan

のプロジェクトチームは、この報告書を通じ、日本医師会や

日本看護協会などの医療関係者の団体、それに政府関係者と

も連携していくことを想定している。医療関係者は、たばこ

を吸わないことで模範を示すべき立場にある。厚生労働省は、

たばこ問題について前向きに考えてくれているようだ。今後、

国会や各地方自治体にも働きかけていきたい。

●お問い合わせ：info@tobaccofree.jp

報告書を収めたCD-ROMの申し込みは、www.tobaccofree.jpまで。


